
長谷川ナーシングパートナー株式会社

科　　目 金　額 科　　目 金　額

【流動資産】 【流動負債】
現金及び預金 149,531 1年内返済予定の関係会社長期借入金 20,988
売掛金 31,642 リース債務 4,289
前払費用 9,889 未払金 68,561
繰延税金資産(流動) 13,787 未払費用 5,891
その他 2,525 未払法人税等 9,362

未払消費税等 2,051
前受金 9,998
預り金 46,713
賞与引当金 30,906
役員賞与引当金 600

          流動資産合計 207,376 流動負債合計 199,361

【固定資産】 【固定負債】
建物 141,741 関係会社長期借入金 53,959
構築物 673 リース債務 13,881
器具及び備品 2,683 繰延税金負債 9,693
リース資産 14,445 役員退職慰労引当金 1,260
有形固定資産合計 159,543 資産除去債務 41,332

 固定負債合計 120,125
リース資産(無形) 2,304 負債の部合計 319,487
その他 158 純　資　産　の　部
無形固定資産合計 2,462

【株主資本】
出資金 11 資本金 10,000
破産更生債権等 4,707 利益剰余金
長期前払費用 15,420 　利益準備金 700
敷金及び保証金 44,927 　その他利益剰余金
その他 279 　　繰越利益剰余金 99,833
貸倒引当金 △ 4,707 利益剰余金合計 100,533
投資その他の資産合計 60,638 株主資本合計 110,533

固定資産合計 222,644 純資産の部合計 110,533
資産の部合計 430,020 負債・純資産の部合計 430,020

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

・付記事項
当期純利益金額 4,088 千円

資　産　の　部 負　債　・　純　資　産　の　部

第25期決算公告

貸　借　対　照　表
（平成27年９月30日 現在）

（単位：千円）



長谷川ナーシングパートナー株式会社

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1)固定資産の減価償却の方法
　　有形固定資産（リース資産を除く）
　　　定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）
　　　は、定額法を採用しております。
　　無形固定資産（リース資産を除く）
　　　ソフトウェア・・・定額法により５年で償却

 リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しております。
　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年9月30日
　　以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

(2)引当金の計上基準
　 貸倒引当金・・・・・・・売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

                　　　  貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、
                 　　　 回収不能見込額を計上しております。

 　賞与引当金・・・・・・・従業員に対して支給する賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき　
　　　　　　　　　　       計上しております。
 　役員賞与引当金・・・・・役員に対して支給する賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき

当事業年度に見合う分を計上しております。
　 退職給付引当金・・・・・従業員の退職給付の支払に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額
　　　　　　　　　　　　 　に基づき当事業年度末に発生していると認められる額を計上しております。
　 役員退職慰労引当金・・・役員の退職慰労金の支払いに備えるため、役員退職慰労金規程に基づき、

　　　　　　　　　　　　当事業年度末における要支給額を計上しております。

(3)その他計算書類の作成のための基本となる重要事項
①ヘッジ会計の方法・・・特例処理の要件を満たす金利スワップ取引について、特例処理を採用
　　　　　　　　　　　　しております。
②消費税等の会計処理・・・税抜方式により処理しております。

２．貸借対照表に関する注記
　有形固定資産の減価償却累計額　 47,938 千円

３．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 200 株

個　別　注　記　表


